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定年後再雇用の社員は労災保険を享受できるか

1、 事実経緯

A氏は、2011年2月末外資企業（以下、B社という）で定年を迎えた後、B社と1年間の労務契約を締結した。

2011年8月、A氏は勤務中骨折し、治療を受けた後、B社に労災の待遇及び治療費などの負担を申し入れたが、B社はA氏と締結した労務契約を理由に、応じなかった。

2011年9月、A氏はB社所在地の労働仲裁委員会に仲裁を求めたが、労務関係の紛争を受理できないと通告された。同年10月、A氏はB社を管轄する地裁に提訴し、B社にA氏の労災待遇及び医療費など負担を求めた。

二、判決の趣旨

地裁はA氏の提訴を受理後、法廷でA氏の主張及びB社の反論を聞き入り、A氏はB社との間で労働関係でなく、労務関係を形成していると認め、A氏が労災待遇を享受できず、その骨折の治療費はB社が負担すべきと判決を下した。

三、コメント

1、 地裁はなぜ本案を受理すべきか

「最高裁の労働争議案件審理法律適用若干問題に関する解釈（三）」第七条では、雇用主がその招聘し、既に養老保険待遇を享受し、或いは年金を受領した人員と使用争議が生じ、人民法院に提訴した場合、人民法院は労務関係によって処理すべきと決めているので、Ａ氏は労働仲裁委員会に門前払いされたが、Ｂ社を管轄する地裁に提訴した以上、地裁は本案を受理する義務がある。

2、 Ａ氏を救済する方法があるか

Ａ氏は、Ｂ社で労務活動に従事中、人身損害に遭遇し、労災保険の待遇を享受できないが、「最高裁の人身損害賠償案件審理法律適用若干問題に関する解釈」（法釈（2003）20号）第十一条に従って、Ｂ社に対して治療費の賠償を求める権利を有する。Ｂ社はＡ氏に対して賠償責任を免れない。

3、 第三者がＡ氏に怪我させた場合、どう処理すべきか

もし、雇用関係以外の第三者がＡ氏に人身損害を齎した場合、Ａ氏は第三者かもしくはＢ社に賠償責任を請求することができる。Ｂ社は賠償責任を負担した後、第三者に返済を求めることができる。

4、 Ａ氏が個人雇用主との労務関係下で怪我した場合、どう処理すべきか

もし、Ａ氏は個人雇用主と労務関係を形成し、怪我した場合、「雇用主責任」を主張できず、「権利侵害責任法」の関連規定に基づいて、雇用主及びＡ氏の各自の過失程度によって賠償責任を負う。


贈賄刑事案件取扱具体的法律応用若干問題に関する解釈
2012年12月31日、最高人民法院、最高人民検察院は「贈賄刑事案件取扱具体的法律応用若干問題に関する解釈」（以下、「解釈」という）を公布し、2013年1月1日より実施する。本稿では以下の通りその概要を述べます。

1、 背景

2007年7月8日、最高裁、最高検は「収賄刑事案件取扱具体的法律応用若干問題に関する意見」を公布し、各種類の収賄刑事案件に向かう反腐敗闘争を推し進めてきた。五年間に経った今日では、全国的に様々な収賄犯罪案件が次々と摘発された厳しい現状を踏まえ、今まで収賄犯罪だけ処罰したとしても、腐敗を退治するには程遠く、贈賄犯罪の厳罰に処することこそ最も重要なであると認識に至った最高裁、最高検は13条からなる解釈の公布、実施によって、贈賄犯罪への対処に注力し、贈賄の源から国民の痛恨する腐敗への阻止に役立つようとする。

二、万元以上、贈賄刑罰

１、解釈第一条は不正な利益の獲得を図り、国家公務員に贈賄し、金額一万元以上を超えた場合、刑法の規定に基づいて刑事責任を追及しなければならないと明確に決めている。

解釈での不正な利益の獲得を図ることとは、贈賄者が獲得を図る利益は法律、法規、規約、政策規定に違反し、或いは国家公務員に法律、法規、規約、政策、業界規範の規定に違反することを要求し、自分の為に援助或いは便利な条件を提供する。また、公平、公正の原則に違反し、経済、組織人事管理等の活動において競争の優位性の獲得を図る場合、不正な利益の獲得を図るものとして認定すべきである。

２、解釈はまた贈賄で不正な利益を図り、下記のいずれかに該当する場合、刑法に決めた｢情状厳重｣と認定すべきものとする。

（１）贈賄の金額は二十万元以下、百万元未満。

（２）贈賄の金額は十万元以上、二十万元未満、且つ下記いずれかに該当する場合

１)三人以上に贈賄したこと、

２)違法所得で贈賄したこと、

３)違法犯罪活動を実施する為、食品、薬品、安全生産、環境保護等監督管理職責を負う国家公務員に贈賄し、厳重に民生を危害し、公衆生命財産安全を侵害したこと、

４)行政執法機関、司法機関の国家公務員に贈賄し、行政執法及び司法公正に影響したこと。

（３）その他の情状厳重な情況

3、 数回贈賄、累計懲罰

解釈は数回贈賄し、処罰されなかった場合、累計で贈賄した総額で処罰する。贈賄者が不当な利益を図る行為は犯罪を構成した場合、贈賄犯罪を実行した複数犯罪とともに処罰しなければならない。

四、自白情状、処罰軽減

単位が贈賄したが、追訴前、単位の集団が決定し、或いは単位責任者が自ら単位の贈賄行為を自白した場合、刑法第390条第2款の規定に基づいて、単位及び関係人員に処罰軽減または処罰を免除することが出来る。委託され、直接に単位の贈賄事項を取り扱う直接責任者は追訴前自ら自分の知っていた単位の贈賄行為を自白した場合、該当直接責任者に刑法第390条第2款の規定に基づいて、処罰軽減または処罰を免除することが出来る。

五、不当利益、没収処理

贈賄犯罪で取得した不正な財産性利益は刑法の規定によって没収し、賠償或いは被害者への返還を命じる。贈賄犯罪で財産性利益以外の経営資格、資質或いは職務昇進などその他の不正な利益を取得した場合、関係部門に関係規定によって処理する。
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	1
	最高裁、最高検の「贈賄刑事案件取扱具体的法律応用若干問題に関する解釈」（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/01/01 

	2
	国家工商行政管理総局、公安部、最高検の工商行政執法及び刑事司法接続協力工作字若干問題関する意見
	2012/12/18

	3
	商務部、総関総署、国家質量監督検験検疫総局の2013年輸入許可証管理貨物目録
	2012/12/27

	4
	全人大常務委員会のインターネット情報保護の強化に関する決定
	2012/12/28

	5
	最高裁の修正後の民事訴訟法実施時案件結審法律適用若問題に関する規定
	2013/01/01

	6
	税関総署の2012年第63号(輸入関税調整)
	2013/01/01

	7
	国家質量監督検験検疫総局の｢輸出入工業産品リスク預防警告及び迅速反応管理規定｣に関する公告
	2013/01/15

	8
	国務院の「自動車交通事故責任強制保険条例」の修正に関する決定
	2013/03/01

	9
	全人大常務委員会の「中華人民共和国労働契約法｣の修正に関する決定

	2013/07/01
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